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① 保育を必要とする事由を証明する書類（保護者全員分が必要） 

事由 必要書類 備考 

就労 

（内定

含む） 

雇 用 型

勤務 

※１ 

勤務（内定）証明

書 

※２ 

※国の標準様式

（簡易版）も利用

可能です 

・就労先で証明を受けてください。複数の就労先で勤務 

する方は、それぞれの就労先で証明を受けてください。 

・育休を取得中の方は、育休期間を記載してもらってく 

ださい。 

自営 ・保護者が代表者の場合、自身で作成してください。 

内職 ・業務委託先で証明を受けてください。 

出産 母子手帳の分娩

予定日が分かる

ページの写し 

・母子手帳の表紙は不要です。 

疾病・障がい 診断書※２ 

または 

障がい者手帳等

の写し 

・障がい者手帳の写しは、名前と等級が記載された部分 

が必要です。 

介護・看護 診断書※２ 

 

親子通園証明書 

・同居の親族（長期間入院等をしている親族を含む）が 

対象の場合に限ります。 

・週４日かつ１日４時間以上親子通園されている場合は 

親子通園証明書（様式G）をご提出ください。 

求職活動 なし ・勤務を開始することが決定次第、勤務（内定）証明書 

※２を提出してください。 

就学 在学証明書と 

時間割等 

・時間割等はタイムスケジュール※２もしくは、自身で作 

成したものでも構いません。 

※就学見込みの場合は、受験票・カリキュラム・タイム 

スケジュールの３点で申込可能です。(合格後速やか

に合格証の提出が必要です。) 

その他 

（災害復旧等） 

 ・保育幼稚園室に問い合わせてください。 

※１ 雇用主と３親等以内の親族関係がある場合、以下のとおり利用調整します。

 

雇用元の状況・資料 判定 

雇用元が株式会社等の法人である。 雇用型勤務 

雇用元が法人ではないが、自営業中心者としての挙証資料の提出がある。 自営業中心者 

雇用元が法人ではなく、自営業中心者としての挙証資料の提出がない。 自営業協力者 

※２ 様式は吹田市ホームページ、または１６ページのＱＲコードよりダウンロードできます。なお、令和７年８月２

６日以降の証明日のものでしか受付ができません。 
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② その他の必要書類（該当する場合に提出が必要） 

世帯の状況 提出書類 

吹田市

へ転入

予定 

市営住宅 市営住宅入居承認書 ※抽選における当選通知のみは不可。 

府営住宅 入居資格審査の合格通知 ※抽選における当選通知のみは不可。 

親族宅 
親族が利用希望児童およびその保護者を同居させることに対する同

意書（様式H） 

賃貸・売買 

住居の賃貸借・売買契約書または工事請負契約書（以下「住居の契約

書等」という）等、住所、契約者及び契約印、引渡日・入居予定日等の

確認ができるもの。重要事項説明書は不可。 

ひとり親世帯 

①児童扶養手当証書（有効期間内のもの） 

②ひとり親家庭医療証（有効期間内のもの） 

③戸籍謄本（３ヶ月以内に発行された保護者のもの） 

※戸籍謄本は「全部事項証明書」という様式の書類になります。 

④離婚届の受理証明書 

上記のうちいずれか一つ 

※住民票の分離も必要です。（同一住所での世帯分離は不可） 

離婚調停中の方 
離婚調停の事実が分かる書類 

※住民票の分離も必要です。（同一住所での世帯分離は不可） 

 

 

 

③ その他の提出書類（該当する場合、提出がなくても申込可能だが利用調整

（●）、利用者負担額の決定（■）などに影響が発生するもの） 
※利用調整における影響については利用調整基準表を参照してください。 

 

 

〇就業状況 

就業の状況 
影響 

内容 
提出書類 

保護者が自営業中心者で、勤務実態が明らか

である場合 ● 

開業届（提出日がわかるもの） 

営業許可証、業務に関する資格証

等 

自営業で、居宅内労働のうち危険物を取り扱う

職種（大型機械、薬品、火器、刃物等）の場合 
● 

開業届（提出日がわかるもの） 

営業許可証、危険物取扱者免状等 

保護者が吹田市内の認可保育所等に勤務する

保育士、保育教諭、看護師である場合 
● 保育士証・看護師免許証 

保護者が吹田市内の幼稚園・認定こども園に勤

務する幼稚園教諭である場合 
● 幼稚園教諭免許状 

単身赴任先が近畿圏内の場合 

（近畿圏外の場合は不要） 
● 単身赴任先の住居の契約書等 
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〇世帯の構成 

世帯の状況 
影響 

内容 
提出書類 

１８歳以上６５歳未満の親族が同居してい

るが、保護者に代わって利用希望児童を保

育できない場合 （世帯分離していても同居

している場合は必要） 

● 

該当者の『保育を必要とする事由を

証明する書類』17ページ参照 

（保護者と同等の認定要件が必要で

す。【認定要件】2ページ参照） 

同居者に身体障がい者手帳、療育手帳また

は精神障がい者保健福祉手帳を所持して

いる方がいる場合 

●■ 

該当者の障がい者手帳等  

 

申込児童を利用希望月の前月１日時点で認

可外保育施設等（職場内託児所・企業主導

型保育施設を含む）に１月あたり６４時間以

上預けている場合（育児休業を除く） 

● 

認可外保育施設等在園証明書 

（様式 E） 

利用児童と住民登録上、別世帯に生計を一

にするきょうだいがおり、多子軽減判定の

対象となる場合 

■ 

３０ページ『2.多子軽減について 

－①』を確認してください 

利用希望児童の弟または妹が療育園等を

週４日かつ１日４時間以上利用している場

合 （３０ページ『2.多子軽減について』参

照） 

■ 

親子通園証明書（様式G） 

 

 

〇住民登録 

住民登録の状況 
影響 

内容 
提出書類 

令和７年１月１日時点で吹田市に住民登録

がない 

※８月入園申込まで 
●■ 

転入前の市区町村で発行される令

和７年度住民税課税（非課税）証明

書（住民税決定通知書・源泉徴収票

は不可）または令和６年１月～令和６

年１２月の海外での収入を証明する

もの  

令和８年１月１日時点で吹田市に住民登録

がない 

※９月入園申込から 
●■ 

転入前の市区町村で発行される令

和８年度住民税課税（非課税）証明

書（住民税決定通知書・源泉徴収票

は不可）または令和７年１月～令和７

年１２月の海外での収入を証明する

もの 

転所希望日前月末までに市内転居予定で、

転居先が在園施設から直線距離で２ｋｍ以

上離れている場合 
● 

転居予定先の住居の契約書等 

住所、契約者及び契約印、引渡日・

入居予定日等の確認ができるもの。 

※重要事項説明書は不可。 

※市外の施設でも対象です。 

 

 

 


